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荒子デイサービス やっとかめ 

重要事項説明書 

（ 指定通所介護 ・ 指定予防専門型 通所サービス ） 

        

        

当事業所はご利用者に対して、指定通所介護サービス及び指定予防専門型 通所サービス

を提供します。        

事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り

説明します。        

なお、当サービスのご利用は、原則として要介護認定の結果「要支援」「要介護」と認定

された方々が対象となります。        

１．事業者        

法 人 名 医療法人安藤医院 

法 人 所 在 地 名古屋市中川区荒子町字大門西 47番地 

電 話 番 号 ０５２－３６１－５８６３ 

代 表 者 氏 名 理事長 森川 史郎 

設 立 年 月 日 平成３１年３月１５日 

 

２．事業所の概要 

事 業 所 の 名 称 荒子デイサービス やっとかめ 

事業所の所在地 名古屋市中川区荒子町字大門西４５番地 

電 話 番 号 ０５２－３６３－７５００ 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 ０５２－３６３－７５０７ 

管 理 者 岡本 真理子 

開 設 年 月 日 令和３年９月１日 

利 用 定 員 １日あたり３０名 

 

事 業 所 の 種 類 

 

■指定通所介護 令和３年９月１日指定（名古屋市 2371005105号） 

■指定予防専門型 通所サービス 令和３年９月１日指定 

（名古屋市 23A1001099号） 

事 業 所 規 模 通常規模事業所 

 

 

 

事 業 所 の 目 的 

 

 

 

医療法人安藤医院が設置する荒子デイサービス やっとかめ（以下

「事業所」という。）が行なう指定通所介護及び指定予防専門型 通所

サービスの事業（以下「事業」という。）の適正な運営を確保するた

めに人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の生活相談員、看

護職員、介護職員、機能訓練指導員、調理員（以下「従業者」という。）

が、要介護状態または要支援状態にある高齢者（以下「利用者」とい

う。）に対し、適正な指定通所介護及び指定予防専門型 通所サービス

を提供することを目的とする。 
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事業所の運営方針 

１．指定通所介護の提供にあたっては、従業者は、要介護状態のご利

用者に可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立し

た日常生活を営むことが出来る様、さらにご利用者の社会的孤立感

の解消及び心身機能の維持並びにその家族の身体的、精神的負担の

軽減を図るために、必要な日常生活上の世話及び機能訓練等の介護

その他必要な援助を行なう。 

２．指定予防専門型 通所サービスの提供にあたっては、従業者は、

要支援状態のご利用者に可能な限りその居宅において、その有する

能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日常

生活上の支援及び機能訓練を行なうことにより、要支援者の心身機

能の回復を図り、もって要支援者の生活機能の維持または向上を目

指すものとする。 

３．ご利用者の要介護状態の軽減若しくは悪化の防止又は要介護状態

となることの予防に資するよう、その目標を設定し計画的に行なう

ものとする。 

４．ご利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサ

ービスの提供に努めるものとする。 

５．事業の実施に当たっては関係市町村、地域包括支援センター、居

宅介護支援事業者、地域の保健・医療・福祉サービスとの綿密な連

携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。 

６．事業所は、自らその提供する通所介護事業の質の評価を行い、常

にその改善を図るものとする。 

 

３．事業実施地域及び営業時間 

通 常 の 事 業 の 実 施 地 域   名古屋市中川区等（別掲１のとおり） 

 

 

営 業 日 及 び 営 業 時 間 

 

 

営業日      月曜日 ～ 土曜日 

定休日      日曜日 

年間の休日    １２月３１日～１月４日 

営業時間     ８：１５～１７：１５ 

サービス提供時間 ９：１５～１６：３０ 
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４．設備の概要 

主な設備の種類 数 面積 備考 

食堂兼機能訓練室 １ １０７．５３㎡ 調理室併設 

静 養 室 １ １０．５５㎡  

相 談 室 １ ６．６３㎡  

事 務 室 １ １５．２４㎡  

浴 室 ３  一般浴・個浴・特別浴 

便 所 ３  車イス対応 

送 迎 車 両 
５  普通ワゴン車３台  

軽ワゴン２台 

 

５．職員の配置状況 

当事業所では、ご利用者に対して指定通所介護サービス及び指定予防専門型 通所サ

ービスを提供する職員として以下の職種の職員を配置しています。 

〈 主な職員の配置状況 〉※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職員配置数 

職   種 常勤専従 兼 務 非 常 勤 業  務  内  容 

管 理 者    名  １名   名 職員等の管理及び業務の管理 

生 活 相 談 員   1名   名  １名 相談サービスの調整関係機関との連携 

看 護 職 員   １名   名  ２名 利用者の健康管理 

介 護 職 員   4名 2名  ２名 通所介護サービスの提供 

機能訓練指導員   2名  名 ２名 日常生活上必要な機能訓練 

調 理 員    名   名  3名 利用者に対する食事の提供 

 

６．当事業所が提供するサービスと利用料金 

当事業所では、ご利用者に対して以下のサービスを提供します。 

当事業所が提供するサービスについて、 

① 利用料金が介護保険から給付される場合（介護保険の給付の対象となるサービス） 

② 利用料金の全額をご利用者に負担いただく場合 

                  （介護保険の給付対象とならないサービス） 

（１）介護保険の給付の対象となるサービス 

利用料金は、介護保険負担割合証に基づき９～７割介護保険から給付されご利用額

の自己負担は介護保険負担割合証に基づきのお支払いとなります。 

加算対象サービスについては、ご利用者ごとの選択性となります。利用するサービ

スの種類や実施日、実施内容等については、居宅サービス計画に沿い、事業所とご利

用者で協議した上で通所介護計画に定めます。 
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【共通サービス】 

① 日常生活の援助 

   ご利用者の日常生活動作能力に応じて、排泄の誘導・介助、移乗、移動

の見守り・介助、養護（休養）等必要な援助を行ないます。 

② 機能訓練サービス 

     ご利用者が日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するため、日常

生活動作に関する訓練、レクリエーション、行事的活動、体操並びにご利

用者の心身活性化を図るための各種サービスを提供します。 

③ 食事の提供 

ご利用者に対して、栄養並びにご利用者の身体的状況及び嗜好を考慮し、

食事を提供します。また、準備、後片づけ、食事摂取、その他必要な介助

を行います。 

④ 入浴介助 

    ご利用者の入浴の介助又は清拭等を行ないます。 

⑤ 送迎 

障害の程度、地理的条件等により送迎を必要とするご利用者については、

専用車両によりご自宅と事業所間の送迎を行います。又必要に応じて送迎

車両への昇降及び移動の介助を行います。 

⑥ 健康相談 

看護師による血圧、体温等の測定等の健康チェックを行います。 

⑦ 相談、助言等に関する援助 

ご利用者及びご家族の日常生活における介護等に関する相談に応じ、適

宜生活支援等の援助を行ないます。 
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【ご利用料金】 

〇通所介護サービス費 一日当り       （１単位：１０．６８円） 

・介護保険自己負担 基本料金（通常規模 通所介護７時間以上８時間未満の場合） 

介 護 保 険 利 用 料 金 １ 割 負 担 分 ２ 割 負 担 分 ３ 割 負 担 分 

□ 要介護１ ６，９９５円 ７００円 １，４００円 ２，１００円 

□ 要介護２ ８，２５６円 ８２６円 １，６５２円 ２，４７８円 

□ 要介護３ ９，５６９円 ９５７円 １，９１４円 ２，８７１円 

□ 要介護４ １０，８７２円 １，０８７円 ２，１７４円 ３，２６１円 

□ 要介護５ １２，１９７円 １，２２０円 ２，４４０円 ３，６６０円 

 

・介護保険自己負担 基本料金（通常規模 通所介護６時間以上７時間未満の場合） 

介 護 保 険 利 用 料 金 １ 割 負 担 分 ２ 割 負 担 分 ３ 割 負 担 分 

□ 要介護１ ６，２０５円 ６２１円 １，２４２円 １，８６３円 

□ 要介護２ ７，３２６円 ７３３円 １，４６６円 ２，１９９円 

□ 要介護３ ８，４５８円 ８４６円 １，６９２円 ２，５３８円 

□ 要介護４ ９，５７９円 ９５８円 １，９１６円 ２，８７４円 

□ 要介護５ １０，７１２円 １，０７１円 ２，１４２円 ３，２１３円 

 

・介護保険自己負担 基本料金（通常規模 通所介護５時間以上６時間未満の場合） 

介 護 保 険 利 用 料 金 １ 割 負 担 分 ２ 割 負 担 分 ３ 割 負 担 分 

□ 要介護１ ６，０５５円   ６０６円 １，２１２円 １，８１８円 

□ 要介護２ ７，１５５円   ７１６円 １，４３２円 ２，１４８円 

□ 要介護３ ８，２５５円   ８２６円 １，６５２円 ２，４７８円 

□ 要介護４ ９，３５５円   ９３６円 １，８７２円 ２，８０８円 

□ 要介護５ １０，４５６円 １，０４６円 ２，０９２円 ３，１３８円 

 

・介護保険自己負担 基本料金（通常規模 通所介護４時間以上５時間未満の場合） 

介 護 保 険 利 用 料 金 １ 割 負 担 分 ２ 割 負 担 分 ３ 割 負 担 分 

□ 要介護１ ４，１２２円   ４１２円   ８２４円 １，２３６円 

□ 要介護２ ４，７２０円   ４７２円   ９４４円 １，４１６円 

□ 要介護３ ５，３４０円   ５３４円 １，０６８円 １，６０２円 

□ 要介護４ ５，９４９円   ５９５円 １，１９０円 １，７８５円 

□ 要介護５ ６，５５６円   ６５６円 １，３１２円 １，９６８円 
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・介護保険自己負担 加算対象サービス利用料金表 

介 護 保 険 利 用 料 金 １割負担分 ２割負担分 ３割負担分 

□入浴介助加算（Ⅰ） １回４２７円 ４３円 ８６円 １２９円 

□個別機能訓練加算Ⅰイ １回５９８円 ６０円 １２０円 １８０円 

□中重度者ケア体制加算 １回４８０円 ４８円 ９６円 １４４円 

□ 口 腔 機 能 向 上 加 算    

(月２回まで） 

１.６０２円 １６１円 ３２２円 ４８３円 

□科学的介護推進体制加算 月１回４２７円 ４３円 ８６円 １２９円 

□ADL維持等加算・Ⅰ 月１回３２０円 ３２円 ６４円 ９６円 

□送迎減算（片道） ▲５０１円 ▲５１円 ▲１０２円 ▲１５３円 

□若年性認知症利用者 

受入加算 

６４０円 ６４円 １２８円 １９２円 

□介護職員処遇改善加算 

（Ⅰ） 

１ケ月の介護報酬総単位数×サービス別加算率   

（５．９％）×地域区分（１０．６８)の１割～３割 

□特定処遇改善加算Ⅱ 

 

１ケ月の介護報酬総単位数×サービス別加算率（１％） 

×地域区分（１０．６８)の１割～３割 

□介護職員等ベースアップ 

等支援加算 

１ケ月の介護報酬総単位数×サービス別加算率（１.1％）

×地域区分（１０．６８)の１割～３割 

 

予防専門型 通所サービス費 

・介護保険自己負担 基本料金表 

介 護 保 険 利 用 料 金 １ 割 負 担 分 ２ 割 負 担 分 ３ 割 負 担 分 

□ 週１回 

要支援１・事業対象者 
１７,８５７円 １，７８６円 ３，５７２円 ５，３５８円 

□ 週２回  

要支援２のみ 
３６,６１１円 ３，６６１円 ７，３２２円 １０，９８３円 

□ 運動器機能向上 加

算 
２,４０３円 ２４１円 ４８２円 ７２３円 

□ 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） １ケ月の介護報酬総単位数×サービス別加算率（５．９％）

×地域区分（１０．６８)の１割～３割 

□ 特定処遇改善加算Ⅱ １ケ月の介護報酬総単位数×サービス別加算率（１％） 

×地域区分（１０．６８)の１割～３割 

□ 介護職員等ベースアップ 

等支援加算 

１ケ月の介護報酬総単位数×サービス別加算率（１.1％） 

×地域区分（１０．６８)の１割～３割 

□科学的介護推進体制加算 月１回４２７円 ４３円 ８６円 １２９円 
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※介護職員処遇改善加算とは、介護職員の処遇改善を目的に、厚生労働大臣が定める

基準を満たす改善計画及び、その計画が適正に実施されていると認められる場合に

加算されます。基本保険料に各種加算減算を加えた１月あたりの総単位に 5.9%を乗

じた単位数で算定します。ご利用者の自己負担額は負担割合証に基づき１割もしく

は２割～３割となります。 

※ご利用者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額を一

旦お支払いいただきます。 

要支援又は要介護認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払い戻さ

れます（償還払い）。又、居宅サービス計画が作成されていない場合も償還払いとな

ります。償還払いとなる場合、ご利用者が保険給付の申請を行う為に必要となる事

項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。 

※介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせてご利用者の負

担額を変更します。 

（２）介護保険の給付対象とならないサービス 

以下のサービスは、利用料金の全額がご利用者の負担となります。 

〈サービスの概要と利用料金〉 

① 食事代  

ご利用者に提供する食事に係る材料費等の費用です。  

② 複写物の交付 

ご利用者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写物

を必要とする場合には実費をご負担いただきます。 

③ おむつ代  

リハビリパンツ等、替えのご持参がない場合はご負担いただきます。 

④ 日常生活上必要となる諸費用実費 

その他日常生活品の購入代金等ご利用者の日常生活に要する費用及びレクリエ

ーションに係る費用で、ご利用者にご負担いただくことが適当であるものにつ

いては、全額費用をご負担いただきます。 

⑤ その他 

食費（おやつ含む） １日 ７２０円 

複写物の交付 １枚  １０円 

おむつ代 
おむつ２１０円／枚 

尿とりパット ５０円／枚 

教育娯楽費 実 費（レク等教材費） 

特別食（行事など） 実 費 

①～⑤について、経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当

な額に変更することがあります。その場合、事前に変更の内容と変更する事由につ

いて、変更を行う１ヶ月前までにご説明します。 
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（３）交通費  

通常の事業実施地域以外からのご利用者からサービス提供の依頼があったとき、ご利

用者の同意を得た上で、通常の事業実施地域を超える地点から事業所までの交通費をご

負担いただきます。  

①  通常の事業実施地域を超える地点から片道０㎞～５㎞未満の場合  無料  

②  通常の事業実施地域を超える地点から片道５㎞以上の場合１㎞につき３０円 

（４）利用料金のお支払い方法  

毎月のご利用料金等は、１か月ごとに計算し毎月１０日までにご請求しますので、

銀行振込み、現金集金、口座自動引落し（口座振替）のいずれかの方法で期日ま

でにお支払いください。  

① お振込み、持参を選択された方は、翌月１５日までにお支払いください。  

② 口座引落しを選択された方は、翌２７日に所定の口座より引落しとなります。 

（２７日が金融機関の休日の場合は、翌営業日となります） 

③ お振込み、口座自動引落しの場合は、原則として領収書は発行いたしません。 

（５）利用の中止、変更、追加  

利用予定日の前にご利用者の都合により、通所介護サービスの利用を中止又は変

更、もしくは新たなサービスの利用を追加することができます。この場合には、

サービスの実施日の前日までに事業所に申し出てください。  

サービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所の稼働状況によりご利用者

の希望する期間にサービスの提供ができない場合は、他の利用可能日をご利用者

に提示して協議します。  

ご利用者の都合でサービスを中止する場合は、原則下記のとおりとさせていただ

きます。但し、特別な事由によるキャンセルの場合はこの限りではありませんが、

食事代はご負担いただく事があります。  

利用予定日の当日午前８時１５分までにご連絡頂いた場合 無料 

利用予定日の当日午前８時１５分までにご連絡がなかった場合 当日のお食事代のみ 

 

７．サービスの提供にあたって 

（１）サービスのご利用に先立って、介護保険被保険者証と負担割合証に記載された内

容（被保険者資格、要介護認定または、要支援認定の有無及び認定の有効期間、

負担率）を確認させて頂きます。被保険者の住所などに変更があった場合は、速

やかに当事業所にお知らせ下さい。 

（２）ご利用者が要介護認定又は要支援認定を受けていない場合は、ご利用者の意思を

踏まえて速やかに当申請が行なわれるよう必要な援助を行ないます。 

（３）ご利用者に係る居宅介護支援事業所が作成する「居宅サービス計画（ケアプラン）」

又は担当介護予防支援事業者が作成する「介護予防サービス計画（ケアプラン）」

に基づき、ご利用者及びそのご家族の意向を踏まえて「通所介護計画」又は「通

所予防計画」を作成します。 
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なお、作成した「通所介護計画」または「通所予防計画」は、ご利用者又はその

ご家族に内容を説明いたしますので、ご確認頂くようお願いします。 

（４）サービスの提供は「通所介護計画」又は「通所予防計画」に基づいて行ないます。 

尚、「通所介護計画」または「通所予防計画」は、ご利用者の心身の状況や意向など

の変化により、必要に応じて変更することができます。 

（５）通所介護従業者に対するサービス提供に関する具体的な指示や命令はすべて管理者

が行いますが、実際の提供にあたってはご利用者の心身の状況や意向に十分な配慮

を行います。 

 

８．事業者及びサービス提供従事者の義務 

（１）サービスの提供において、ご利用者の生命、身体、財産の安全・確保に配慮します。 

（２）ご利用者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師または看護職員と連携の

上、ご利用者から聴取、確認します。 

（３）ご利用者に提供したサービスについて記録を作成し、５年間保管するとともに、ご

利用者又は代理人の請求に応じて閲覧できるものとし、複写物を交付します。 

 

９．サービスの利用方法 

(１)サービスの利用開始 

① サービスの利用開始について、まずはお電話等でお申し込みください。当社職

員がご説明させていただきます   

② 利用契約締結後サービス提供の開始となります。居宅サービス計画の作成を依

頼している場合は、事前に担当介護支援専門員とご相談ください。 

（２）サービスの終了 

① ご利用者の都合でサービスのご利用を終了する場合は、終了する１週間前ま

でに、文書でお申し出ください。 

② 人員不足等やむを得ない事情によりサービスの提供を終了させていただく場

合があります。この場合は、１ケ月前までに文書で通知いたします。 

③ 以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスの終了とさせてい

ただきます。 

・ご利用者が介護保険施設に入所した場合 

・介護保険給付でサービスを受けていたご利用者が、介護保険の要介護認定

区分が非該当（自立）と認定された場合 

・ご利用者がお亡くなりになった場合 

④ 当事業所が正当な理由なくサービスの提供をしない場合、又は守秘義務に反

した場合、ご利用者及びご家族等に対して社会通念を逸脱する行為を行った

場合、又は、当社が事業の継続が困難となった場合には、ご利用者は、文書

で利用契約の解除を通知することにより、即座にサービスを終了することが

出来ます。 
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⑤ ご利用者がサービス利用料金のお支払を２ケ月以上遅延し、当社の催告にも

かかわらず３０日以内にお支払いのない場合は、サービスの終了とさせてい

ただきます。 

⑥ ご利用者が正当な理由なくサービスの中止を再三繰返した場合、ご利用者が

入院・病気・ケガ等により３ケ月以上にわたってサービスが提供で出来ない

状態であることが明らかな場合はサービスの終了とさせて頂きます。 

⑦ ご利用者やご家族等が当事業所や事業所の従業者に対して、利用契約を継続

しがたい背信行為を行なった場合は、文書で通知することにより、即座に契

約を解除させていただく場合がございます。 

⑧ 台風等の災害による非常警報が発令された場合は、サービスを中止させてい

ただく場合があります。この場合は当事業所より事前に連絡させて頂きます。 

 

１０．緊急時、事故発生時等における対応方法 

（１）従業者は、ご利用者に病状の急変その他緊急対応の必要が生じた場合は、速やか

に主治医又は、あらかじめ定めた協力医療機関への連絡を行う等の必要な対応を

行うとともに、ご利用者が予め指定する連絡先、担当居宅介護支援事業所にも連

絡します。 

（２）事業者は、ご利用者に対する指定通所介護及び指定予防専門型 通所サービスの提

供により事故が発生した場合は、市町村、当該利用者様の家族に連絡するととも

に、必要な措置を講ずるものとします。 

（３）事業者は、ご利用者に対する指定通所介護及び指定予防専門型 通所サービスの提

供により賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行うものとし

ます。 

（４）事業者は、前項の損害賠償のために、損害賠償保険に加入します。 

 

１１．損害賠償について 

事業者は、サービス提供にあたってご利用者の生命・身体・財産に損害を及ぼした

場合には、その損害を賠償するものとします。ただし、事業者に故意、過失がなか

ったことを証明した場合は、この限りでないものとします。 

 

１２．サービス利用に対しての留意事項 

当事業所のご利用にあたって、サービスを利用されている快適性、安全性を確保す

るため、下記の事項をお守りください。 

（１）施設・設備の使用上の注意 

① 施設、設備、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。 

② 故意に、又はわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備

を壊したりした場合には、ご利用者の自己負担により原状に復していただく

か、又は相当の代価をお支払いいただく場合があります。 
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③ 当事業所の職員や他のご利用者様に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政

治活動、営利活動を行うことは出来ません。 

 

（２） 喫煙 

事業所内での喫煙は、事業所が定めた場所においてのみとし、喫煙時には、職員の

指示に従って下さい。 

（３）入浴サービス 

入浴サービスは、ご利用当日の健康状態によっては、ご入浴できないこともあり、

その際は看護職員の指示に従って下さい。 

（４）食事サービス 

食事サービスにおいては、当日提供された食事等について持ち帰ることはできませ

ん。 

（５）機能訓練サービス 

機能訓練サービス提供時に気分不快や、違和感を生じた時は、速やかに申し出てく

ださい。 

（６）送迎 

送迎車両への乗降及び運転中は、安全の為に職員の指示に従って下さい。 

 

１３．身体的拘束等の禁止及び緊急やむを得ず身体的拘束等を行う場合の手続 

指定通所介護サービス及び指定予防専門型 通所サービスサービスの提供に当っては、

ご利用者又は他のご利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を

除き、身体的拘束その他ご利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」とい

う。）を行わないものとし、やむを得ず身体的拘束等を行う場合には、ご利用者及びそ

のご家族の同意を得た上で、所定の手続きに基づき、その様態及び時間、ご利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由等必要な事項を記録するものとします。 

 

１４．虐待防止のための措置 

ご利用者の人権の擁護及び虐待防止のため次の措置を講ずるものとします。 

（１）虐待の防止に関する責任者の選定     虐待防止責任者              

（２）従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施 

（３）其の虐待防止のために必要な措置 

当事業者は、指定通所介護サービス及び指定予防専門型 通所サービスサービスの提供

に当たり、事業所従業者又は養護者(利用者の家族等高齢者を現に養護する者)による虐

待を受けたと思われるご利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報す

るものとします。 

 

 

１５．非常災害時対策について 
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（１）事業所は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通

報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知しておくとともに、

非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行います。 

（２）防火管理者、火元責任者を選任して防火対策を行います。          

 防火管理者 佐藤元泰  

（３）当事業所には、防火設備として、火災報知機、消火器、避難誘導灯、非常照明

設備を設置しています。 

① 防火設備は、年 2回専門業者による点検を行います。 

② 非常災害に備えるため、以下の訓練を行います。 

       ・防火教育及び基本訓練（消火、通報、避難誘導） 年１回以上 

 ・利用者を含めた総合訓練            年２回以上 

       ・非常災害用の設備の使用方法の徹底       随時 

１６．衛生管理等について     

サービスに供する事業所において、衛生的な管理に努め感染症の発生予防又は蔓

延しないよう必要な措置を講じます。 

１７．苦情の受付けについて 

（１）当事業所における苦情の受付 

当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

○  苦情受付窓口   〈職名〉 管理者 岡本 真理子 

受付時間    ８：１５～１７：１５  

又、ご意見箱を玄関に設置していますので、ご利用ください。 

（２）行政機関その他苦情受付機関 

名古屋市役所             

高齢福祉部介護保険課 

所 在 地 名古屋市東区東桜一丁目１４－１１ 

電話番号 ０５２－９５９－３０８７ 

受付時間 ８：４５～１７：１５ 

名古屋市中川区役所    

区民福祉課介護保険係 

所 在 地 名古屋市中川区高畑一丁目 

２２３番地 

電話番号 ０５２－２２３－４４１７ 

受付時間 ８：４５～１７：１５ 

愛知県国民健康保険    

団体連合会  

所 在 地 名古屋市東区泉一丁目６番５号 

電話番号 ０５２－９６２－１２２１ 

受付時間 ９：００～１７：００ 
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１８．秘密の保持について 

ご利用者及びその家族に関する秘密の保持について、事業者及びサービス従事者又は

従業者は、サービス提供する上で知り得たご利用者及びその家族の秘密を正当な理由

なく、第三者に漏らしません。この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了

した後においても継続し、事業者は、従業者に、業務上知り得たご利用者又は、その

ご家族の秘密を保持させるため従業者である期間及び従業者でなくなった後において

も、その秘密を保持するべき旨を従業者との雇用契約の内容とします。 

１９．個人情報の保護について 

個人情報の保護については、ご利用者及びご家族の各種記録を含む個人情報について

関係法令及びガイドライン等に基づき適切に保護・管理に努めます。サービスを適正

かつ円滑に提供するために必要な範囲内で情報を収集し、下記の利用目的に沿った利

用を行なうものとし、個人情報を利用することに同意をお願いします。 

但し、利用目的の（４）「事例研究及び広報物に伴う利用目的」に同意できない場合は、

当事業所に申し出いただければ、使用いたしません。 

また、サービス提供に関する記録については、ご利用者、ご家族、その代理人等の求

めに応じて開示するものとします。なお、下記以外の利用目的で情報を利用する場合

には、事前にご利用者又はご家族に同意を得た上で実施いたします。 

 (１)当事業所内での利用目的 

① 当事業所がご利用者に係る業務の為 

② 介護サービスの実施に係る当事業所の管理・運営業務の為 

③ 介護サービスや業務の維持・改善等の資料作成の為 

④ ケースカンファレンス等の情報の共有の為 

（２）他の介護事業者等への情報提供を伴う利用目的 

① ご利用者に居宅サービスを提供する、他の居宅サービス事業所や居宅介護支

援事業所との連携（サービス担当者会議等）、照会への回答等の為 

② ご利用者の診療等にあたり、外部の医師の助言・指示を求める場合 

③ ご家族及び身元引受人への心身の状況等の説明の為 

④ 損害賠償等に係る保険会社への相談又は届出等の為 

⑤ 外部評価機関及び内外部監査機関への情報提供の為 

⑥ 災害時及び緊急時において、生命、身体の保護のために、行政機関、警察、

消防その他公的機関への情報提供の為。 

（３）介護保険請求等に係る利用目的 

① 審査支払い機関へのレセプトの提出の為 

② 審査支払い機関又は保険者からの照会の回答等の為 

（４）事例研究及び広報物に伴う利用目的 

   ① 社内外研修や事例研究の為 

② 当事業所が発行する広報誌及びホームページに氏名・生年月日・写真等の掲載 

③  事業所内での氏名・生年月日・写真等の掲示 
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付則 

この規程は、令和３年  ９月 １日より実施する。 

この規程は、令和 4年  10月 １日より実施する。 

この規程は、令和 5年  4月 １日より実施する。 

この規程は、令和 5年  6月 １日より実施する。 
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重要事項説明書・個人情報の使用等についての同意書 

                         令和   年   月   日 

 

（ 通所介護  予防専門型 通所サービス ）のサービス提供開始にあたり、利用者に対

して契約書及び本書面に基づいて重要な事項を説明し、本書面を交付しました。 

 

       事業者  医療法人安藤医院 

       所在地  名古屋市中川区荒子町字大門西 47番地 

       代表者   理事長 森川 史郎         

       事業所  荒子デイサービス やっとかめ 

       電話番号 ０５２－３６３－７５００ 

       説明者  役 職 管理者 

            氏 名 岡本 真理子 

 

１．私は、（ 通所介護  予防専門型 通所サービス  ）のサービスの利用開始にあ

たり契約書及び本書面の説明を受け、サービスの開始に同意すると共に本書面の交付を受

けました。 

 

２．重要事項説明書の説明を受けた事により、私並びに私の家族等の個人情報について、

事業者及びその従業者が業務上知り得た個人情報（重説１９番参照）について、正当な理

由がある場合に、その情報を用いる事、又は収集することに同意します。 

 

      利用者  住 所 

 

氏 名                  印  

 

      ご家族  住 所   

   

氏 名                  印 

 

           （続柄） 

 

      代筆者  住 所 

 

氏 名                  印 

 

           （続柄） 


